
平成 30 年度地方消費者行政強化交付金強化事業実施メニュー案 

１．重要消費者政策に対応する地方消費者行政の充実・強化

（１）ＳＤＧｓへの対応

①消費者安全確保地域協議会の構築等

②障害者に対する消費生活相談の整備

③食品ロス削減の取組

④倫理的消費の普及・促進

⑤消費者志向経営の普及・促進

（２）国の制度改正等に対応した重要消費者政策

①地方公共団体における法執行体制の強化

②若年者への消費者教育の推進

③訪日、在日外国人に対する相談窓口の整備

④風評被害の防止のための取組

⑤公益通報者保護制度の推進

⑥適格消費者団体及び特定適格消費者団体設立に向けた支援

⑦原料原産地表示の普及･啓発

２．国の重要政策に係る消費生活相談員レベルアップ事業 （国が指定する研

修への参加等）

(資料３－３)


